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株主の皆様へ
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当連結会計年度のわが国経済は、引き続き、雇用や所得環境

が改善するなど緩やかな回復の動きが見られました。一方で、
物価上昇や海外景気の下振れによる景気の下押しリスク、米国
の政策動向や中東地域をめぐる情勢など、依然として先行き不
透明な状況が続きました。
当社の属する電炉小棒業界におきましては、人手不足による

工事の遅延や建設費の高騰を背景とした計画の見直し等もあり、
鉄筋用小棒の国内向け出荷数量が２年連続で前年を下回るなど、
取り巻く環境は厳しいものとなりました。
このような中で当社は、2023年度にスタートした「中期経

営方針」のもと、建設現場の省力化・省人化に寄与する製品や
工法の提案活動に引き続き注力し、主力の「ネジテツコン」を
中心とした高付加価値製品の販売推進による収益の増強に取り
組んできました。
また、機能別（営業本部、技術・開発本部、生産本部、環境

リサイクル本部）に再編した組織において、業務の効率化やコ
スト削減、専門性の向上に注力することで、中期経営方針で定
めた経営目標の実現を図るべく努めてきました。
その結果、当連結会計年度における連結売上高は、鉄筋販売

数量が前年度比ほぼ横ばいで推移したなか出荷製品価格が上昇
し、また、その関連商品等の出荷量が増加したことから825億
９千３百万円と前年実績比29億７千５百万円（3.7％）の増収
となりました。
利益面につきましては、製品価格と主原料である鉄スクラッ

プ価格の差であるメタルスプレッドが改善するとともに、鉄筋
関連商品の売上高増加による利益の上振れなどから、営業利益
は前年実績比40億５千２百万円（38.1％）増益の146億７千６
百万円、経常利益は同36億４千６百万円（32.0％）増益の150
億５千９百万円、親会社株主に帰属する当期純利益につきまし
ては、同29億６千６百万円（37.6％）増益の108億５千３百万
円となりました。
当期の期末配当金につきましては、連結業績の動向、財務状

況等を勘案し、1株あたり275円とさせていただきました。こ
れにより中間配当金100円を含めました当期の年間配当金は、
1株あたり375円となります。
株主の皆様におかれましても、何卒倍

旧のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

代表取締役会長
2025年6月
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連結財務ハイライト
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科　目 当 期
（2025年3月31日現在）

負債の部
流 動 負 債 15,586
支払手形及び買掛金 4,828
１年内返済予定の長期借入金 1,792
そ の 他 8,966

固 定 負 債 5,946
長 期 借 入 金 3,190
そ の 他 2,756
負 債 合 計 21,533

純資産の部
株 主 資 本 56,885
資 本 金 5,839
資 本 剰 余 金 1,862
利 益 剰 余 金 51,234
自 己 株 式 △ �2,051

その他の包括利益累計額 2,796
その他有価証券
評 価 差 額 金 2,012
土地再評価差額金 784
為替換算調整勘定 9
退職給付に係る調整累計額 △ � 9
非支配株主持分 31

純 資 産 合 計 59,713
負債及び純資産合計 81,247

（単位：百万円）

連結貸借対照表

（注）	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書
（自2024年４月１日 至2025年3月31日）

（注） 	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 43,210 △� 1,063 49,838 2,491 794 7 △� 21 3,273 48 53,160
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △� 2,829 △� 2,829 △� 2,829
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る	
当 期 純 利 益 10,853 10,853 10,853

自 己 株 式 の 取 得 △� 1,000 △� 1,000 △� 1,000
自 己 株 式 の 処 分 11 12 23 23
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の	
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △� 479 △� 10 1 11 △� 476 △� 17 △� 494

当 期 変 動 額 合 計 ― 11 8,024 △� 988 7,047 △� 479 △� 10 1 11 △� 476 △� 17 6,553
当 期 末 残 高 5,839 1,862 51,234 △� 2,051 56,885 2,012 784 9 △� 9 2,796 31 59,713

科　目 当 期
（2025年3月31日現在）

資産の部
流 動 資 産 40,591
現 金 及 び 預 金 14,171
受取手形及び売掛金 12,302
商 品 及 び 製 品 9,995
原材料及び貯蔵品 2,633
そ の 他 1,488

固 定 資 産 40,655
有 形 固 定 資 産 30,189
建物及び構築物 4,923
機械装置及び運搬具 12,014
土 地 9,257
そ の 他 3,994
無 形 固 定 資 産 136
投資その他の資産 10,328
投 資 有 価 証 券 8,378
そ の 他 1,972
貸 倒 引 当 金 △� 22
資 産 合 計 81,247
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連結損益計算書
（単位：百万円）

（注）	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 43,210 △� 1,063 49,838 2,491 794 7 △� 21 3,273 48 53,160
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △� 2,829 △� 2,829 △� 2,829
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る	
当 期 純 利 益 10,853 10,853 10,853

自 己 株 式 の 取 得 △� 1,000 △� 1,000 △� 1,000
自 己 株 式 の 処 分 11 12 23 23
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の	
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △� 479 △� 10 1 11 △� 476 △� 17 △� 494

当 期 変 動 額 合 計 ― 11 8,024 △� 988 7,047 △� 479 △� 10 1 11 △� 476 △� 17 6,553
当 期 末 残 高 5,839 1,862 51,234 △� 2,051 56,885 2,012 784 9 △� 9 2,796 31 59,713

（単位：百万円）

科　目 当 期
（自 2 0 2 4 年 4 月 1 日

至 2 0 2 5 年 3 月31日）
売 上 高 82,593

売 上 原 価 59,216

売 上 総 利 益 23,376

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,699

営 業 利 益 14,676

営 業 外 収 益 571

営 業 外 費 用 188

経 常 利 益 15,059

特 別 利 益 318

特 別 損 失 144

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 15,233

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,363

法 人 税 等 調 整 額 33

当 期 純 利 益 10,836

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △� 17

親会社株主に帰属する当期純利益 10,853
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Topics
１. �東北地区（岩手県）で省力化工法の公開施工実験を
実施しました。

　2024年９月、７年ぶりに岩手県において、省力化工法の公開施工
実験を実施しました。
　建設業界では、高齢化や働き方改革の影響により人手不足が深刻
化しており、省力化工法への関心が高まっております。当社では、各
種製品を活用した省力化工法の提案を推進しております。
　本実験では、地元企業の皆様に当社製品についての理解を深めて
いただくとともに、さまざまな建物に適用した際の利点について説明
いたしました。展示ブースでは、プレートナットを用いたスマートベ
ース工法による、配筋の納まりや施工性の向上を紹介いたしました。
あわせて、八戸工場におけるリサイクル事業の取り組みについても紹
介を行いました。実演では、RC造の先組工法およびＳ造基礎梁への
ジャバラユニット工法の提案を行いました。
　当日は、ゼネコン、設計事務所、鉄筋加工業者、流通商社など、
多くの関係者の皆様にご来場いただき、高い関心をお寄せいただくと
ともに、「今後の建設業に必ず貢献する取り組みである」との評価を
いただきました。
　東北地方は高層建築案件が比較的少なく、省力化工法の導入は首
都圏に比べて限定的ではありますが、当社では、15階以下の高層建
築案件における省力化工法の採用を、建設業界が抱える課題解決の
有効な手段と捉えております。今後も、東北地方をはじめとした各地
域において、公開施工実験を継続的に実施してまいります。

2. �株式会社大林組と「災害発生時における応急対応業務
に関する協定書」を締結しました。

　2025年１月、当社は、株式会社大林組と「災害発生時における応
急対応業務に関する協定書」を締結しました。
　本協定は、地震や大雨などの異常な自然現象により発生または発
生する可能性がある災害において、同社が実施する災害対策や復旧
工事に対して、被害の拡大防止と早期復旧に資することを目的に、協
力するものです。
　同社では、東日本大震災の際に遠隔地の現場への物資支援が充分
に行えなかったという教訓を踏まえ、各県に仮設の収集所を設置し、
そこを拠点として救援物資を配送する体制の構築を進めております。

　青森県においては、仮設収集所と
して救援物資を保管できる倉庫を有
する協力企業を探す中で、当社八戸
工場に協力の要請がありました。それ
を受け、当社八戸工場の「体育館」
を提供することとなりました。
　今後も、災害発生時に被災地で復
旧活動に取り組む同社との連携のも
と、地域への貢献に努めてまいります。八戸工場「体育館」

展示ブースの様子 公開施工実験の様子
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会社の概要（2025年７月１日現在）

本店所在地 栃木県小山市横倉新田520番地
会 社 設 立 1939年６月23日
資 本 金 58億３千９百万円
従 業 員 数 810名（連結　2025年３月31日現在）

連結子会社
東京鐵鋼土木株式会社
トーテツ興運株式会社
トーテツ産業株式会社
トーテツメンテナンス株式会社
株式会社関東メタル
トーテツ資源株式会社
JOTS株式会社
ティーティーケイ　コリア　株式会社（韓国）
共販会社
東北デーバー・スチール株式会社
東京デーバー販売株式会社

事業所
東 京 本 社 東京都千代田区
東 京 分 室 東京都千代田区
大 阪 支 店 大阪府大阪市
札 幌 営 業 所 北海道札幌市
東 北 営 業 所 宮城県仙台市
名古屋営業所 愛知県名古屋市
福 岡 営 業 所 福岡県福岡市
本 社 工 場 栃木県小山市
八 戸 工 場 青森県八戸市
総合加工センター 栃木県小山市

社外取締役・監査等委員 片岡　宏介
社外取締役・監査等委員 増江亜佐緒
常務執行役員 瀧　　晴夫
上席執行役員 佐々木文雄
執 行 役 員 金賀　恵之
執 行 役 員 横田　知明
執 行 役 員 依田　　充
執 行 役 員 吉原　和孝

役 員
代表取締役会長 吉原　每文
代表取締役社長 吉原　栄孝
取 締 役 田中　能成
取締役・上席執行役員 武笠　達也
取締役・常務執行役員 柿沼　忠司
取締役・上席執行役員 進士　年治
取締役・常勤監査等委員 中嶌　知義
社外取締役・監査等委員 園部　洋士
社外取締役・監査等委員 藤原　　哲

株式の状況（2025年３月31日現在）

発行可能株式総数 28,000,000株
発行済株式総数 8,700,517株

（自己株式664,788株を除く）
株主数 20,570名
大株主（上位10名）

株 主 名 当社への出資状況
持 株 数 持 株 比 率

株 ％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,097,100 12.60
合 同 製 鐵 株 式 会 社 460,000 5.29
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 436,800 5.02
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 254,100 2.92
朝 日 工 業 株 式 会 社 186,000 2.14
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 128,501 1.48
東 京 鐵 鋼 従 業 員 持 株 会 128,442 1.48
日本酸素ホールディングス株式会社 99,983 1.15
三 井 住 友信託銀行株式会社 93,600 1.08
Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日興証券株式会社 93,100 1.07

（注）�持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式664,788株を除く）の
総数に対する割合であります。
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東京本社 〒102-0071	
東京都千代田区富士見二丁目７番2号 ステージビルディング12階
電話　（03）5276-9700（代表）
URL　https://www.tokyotekko.co.jp

株主メモ

○株式に関する住所変更のお届出およびご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお
届出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたしま
す。証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記電話照
会先にご連絡ください。
○特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記
の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設しております。特別口座についてのご照会および住所変更
等のお届出は、上記電話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公
告して定めた日

株主名簿管理人	
および特別口座の	
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人	
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵便物送付先）〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）ふ0120-782-031
 インターネット	（ホームページURL）https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/
公 告 の 方 法 電子公告（当社ホームページ）

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告をすることができない場合には
日本経済新聞に掲載します。

上 場 取 引 所 東京証券取引所プライム
証 券 コ ー ド 5445
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